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○ 背景 

   課題と産業力強化の為の高度人材育成 

○ イノベーションと大学院改革 

   フォトンサイエンスを活用した我々の取り組み 

○ 大学院の課題と卓越した大学院形成への改革 

   東京大学の取り組み 

○ 研究人材確保の為の人事制度改革の方向性 

   東京大学における人事制度改革の取り組み 

    日本学術会議提言 

    「我が国の研究強力に資する研究人材雇用制度について」 

○ まとめ 

アウトライン 
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出展：国土交通省 国土審議会政策部長期展望委員会 23年2月 
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我が国の一人当たりGDPの順位は、 
近年急落 
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国際学術雑誌（Web of Science収録雑誌）* 
に掲載された論文数の推移 

（2001年度の論文数を100として比較） 

5 
東京大学研究推進部提供 



（１）日本人若者の工学離れ 
 

（２）外国人のエンジニア獲得 

   出遅れ 

日本の科学技術人材の課題 

ハイテク日本 エンジニアの枯渇 
－ ニューヨークタイムズ 2008.5.17 一面報道 － 
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参考 
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参考 
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Based on Global Entrepreneurship Monitor 2008 Report (Jan 2009) 

初期の起業成長 

中期 

管理された 

成長期 

成熟後の成長期 

Nikkei Business Innovation Forum 

Tokyo Japan, October 7, 2009 

 

2050年を見据えて今の日本に 

必要なもの （東京ミッドタウン；主宰ＴＭ研究会） 

新
し
い
企
業
の
活
動
率

 

一人あたりのGDP（PPP: Purchasing Power Parities) 

初期事業活動率と一人あたりのＧＤＰ 

Richard B. Dasher, Ph.D. 

スタンフォード大学特任教授 

スタンフォード大学工学部 

アジア・ 
 米国技術経営研究センター所長 

2011/11/21：TM研究会資料 

T M 研 究 会 

2050技術・マネジメント知の育成研究会 

                   （ 2011/11/10 – ） 

小宮山宏 
株式会社三菱総合研究所理事長・ 
TM研究会会長 
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“起業”精神の特性 

初期の成長 管理された成長 成熟後の成長 

社会の 

発展 
産業化、都市化 

高度な技術レベル、労
働力と資本の不足 

高レベルの富の広がり 

ビジネス 

チャンス 

基礎的需要を満た
すための供給 

「ゴールド・ラッシュ」 

国内外の 

市場の広がり 

枠にとらわれない 

新しいアイデア 

比較 

優位性 
早い到達 

効率性、迅速な事業の
拡大縮小、高品質 

リスク管理、 

新しいアイデアの獲得 

政府の政
策の焦点 

産業基盤を整備す
る基本法 

勝者を生む 

知的所有権 

「死の谷」に橋を架ける 

刺激 

Nikkei Business Innovation Forum 

Tokyo Japan, October 7, 2009 

2011/11/21：TM研究会資料 10 



高等教育の構造変化 

旧制の研究教育大学モデルによる 

ハイレベル学部教育 

質・量に優れた高度学士を輩出  

「高品質大量生産」という 

産業技術イノベーション 

戦後の成長を牽引 

高度学士 

18歳人口：168万人 

成熟後の成長の特長 

高レベルの富の広がり 

アイディアの獲得競争 

発想力と問題発見力とリーダシップを 

備えた高度博士人材の育成が鍵 

２１世紀：知識集約による創造社会 

学部学生 

大学院生（D,M） 

18歳人口：119万人 

戦後：２０世紀後半 

（1955年） （2010年） 
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我が国のイノベーション戦略との関係 
「学術研究の推進方策に関する総合的審議について」  
文科省：科学技術・学術審議会学術分科会（H26/5/26）  

改革のための基本的な考え方： 
・学術研究の現代的要請に着目した資源配分の思い切った
見直し 
・学術政策、大学政策、科学技術政策が連携した施策の展開 
・学術研究を通じた人材育成・教養形成 
・社会との連携強化 
具体的な取組の方向性： 
・デュアルサポートシステムの再構築 
・若手研究者の育成・活躍推進、多様な人材の活躍促進 
・共同利用・共同研究の充実、学術情報基盤の充実等 

「科学技術・イノベーション総合戦略２０１４」  内閣府：
総合科学技術・イノベーション会議（H26/6/24閣議決定） 

大学、研究開発法人、資金 ３つの改革： 

・卓越した大学院博士課程の形成などによる大学改革 

・新たな研究開発法人制度の創設 

・競争的研究資金制度の運用改善とファンディング機関の改革 

「財政健全化に向けた基本的考え方」  
財務省：財政制度等審議会（H26/5/30）  

国立大学の今後の取り組み： 

・一般運営費交付金を含めた大学予算についてメリハリをつ

けた配分 

 思い切った合理化・再編統合による機能強化 

・各大学の取組を厳正に評価 

・積極的な説明責任 

ポスドク問題： 

・若手研究者へのポスト振替等を推進すると共に、ポスドクの

キャリアパスの多様化・供給の適正化が必要。 

・運営費交付金の配分において、こうした取組を反映 

「研究開発・評価小委員会 報告書」 経済産業省： 
産業構造審議会 産業技術環境分科会 (H26/6/17)  

○今後のイノベーションシステムの基本的な考え方 
・シーズを事業化につなぐ「橋渡し」機能強化、産官学の連携に
よるイノベーション創出のシステム構築 
○革新的技術シーズを事業化へ「橋渡し」するシステムの構築 
・産業技術総合研究所、NEDOの機能強化 
・中堅・中小・ベンチャー企業の育成・支援 
○優れた技術シーズを創出する仕組みの構築 
・産業競争力強化・新規産業創造に資する技術シーズ創出シ
ステム 
○イノベーションを担う人材の育成・流動化 
・研究開発マネジメント人材の育成 
・優秀な博士人材の育成の為の改革推進 
・卓越した人材の活用と流動化の促進 
・女性の理工系分野での活躍 12 
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■ 東京大学の教員数と大学院学生数の推移 

出典：東京大学の概要                                              （文科省作成） 

※大学院学生数は研究生を除く 
  有期雇用の教員数を除く       （人） 

大学院重点化 

教員数 

大学院学生数（修士課程＋博士課程） 
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大学院振興施策の 
展開 

21世紀 
COE 

COE形成 

研究 

教育 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ 
COE 

優秀な 
研究者 

様々な研究資金の獲得 

リーディング大学院の形成 

グローバルリーダーを養成 
博士課程教育改革 

卓越した大学院拠点形成支援補助金 

優秀な大学院生が高度な研究に専念でき
る環境を構築 

支援期間：５年間 
支援数：274拠点 

支援期間：５年間 
支援数：140拠点 

H25予算額 72億円 
（H24 ：80億円） 

5年刻み： 
不安定 

H27概算要求額 
185億円 

93大学 

41大学 

24大学(H24) 

優秀な 
学生 
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文科省「卓越した大学院拠点形成支援補助金」 

文部科学省（「卓越した大学院拠点形成支援補助金」の交付決定について） 
http://www.mext.go.jp/a_menu/koutou/kaikaku/takuetsu/1329135.htm 

H24年度 
(7,799,275千円) 

広島大 奈良先端大 群馬大 信州大 東京外語大 神戸大 
豊橋技術科学大 長崎大 筑波大 鳥取大 金沢大 愛媛大  
関西大 慶應大 

東京大  京都大  大阪大  東北大  早稲田大 

東工大  北海道大  九州大  総研大  名古屋大 

H25年度 
(7,198,567千円) 

東京大  京都大  東北大  大坂大  北海道大 

東工大  名古屋大  早稲田大  九州大  慶應大 

神戸大  総研大  千葉大  東京医科歯科大  広島大  一橋大  
政策研究大学院大 奈良先端大 横浜国立大 筑波大 群馬大 
信州大 東京外語大 立命館大 豊橋技術科学大 長崎大 愛媛大 
熊 本 大  鳥 取 大  金 沢 大  関 西 大  明 治 大 

２４大学 ３２大学 
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修士修了者の博士進学状況の推移 

東京大学 
RU11 
（北大・東北大・筑波大・東大・早稲田大・慶應大・ 
東工大・名古屋大・京大・阪大・九大） 
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教員研究員在職状況（東京大学） 

任期付 任期なし 

43%(H18) 

⇒60％超(H24) 

2310名 3055名 

3830名 2519名 
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国内外の情勢 
     ○ アジア諸国の台頭  

     ○ 日本企業で外国人留学生雇用ニーズ拡大 

     ○ 国際人材獲得競争の激化、国際頭脳循環の活発化  

日本の立ち後れ 
     ○ 理系優秀層学生の博士ばなれ、文系の修士ばなれ  

     ○ 人事の硬直化・固定化（一律俸給、退職金しばり・・・） 

     ○ 産業構造変化への対応の遅れ 

若手研究者雇用環境の悪化 
     ○ 若手研究者の雇用の不安定化 

       競争的資金による短期雇用比率の激増 

        定年延長,総定員制限（2006骨太方針しばり) 

     ○ 重点的支援を受けた分野でポスドクが大量停留、高齢化 

背景（まとめ） 
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○ 背景 

   課題と産業力強化の為の高度人材育成 

○ イノベーションと大学院改革 

   フォトンサイエンスを活用した我々の取り組み 

○ 大学院の課題と卓越した大学院形成への改革 

   東京大学の取り組み 

○ 研究人材確保の為の人事制度改革の方向性 

   東京大学における人事制度改革の取り組み 

    日本学術会議提言 

    「我が国の研究強力に資する研究人材雇用制度について」 

○ まとめ 

アウトライン 
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1983年： 

スターウォーズ計画SDI 

1989年冷戦終結  

1960 レーザーの発明 

1981 衝突パルスモード同期  
    （ピコからフェムトへ） 

Oscillator Stretcher Amplifier Compressor

Chirped Pulse  
Amplification 

1991 チタンサファイア マジックモード同期 

1991 カーレンズモード同期 （国内第１号機も同年） 

1991 チタンサファイアＣＰＡ 再生増幅 

レーザー技術の革新 
 

光波を時空間で完全制御する技術の完成 

1997 ＬＤ励起ポンプ源への移行  
             → 低ノイズ化 

2002 モード同期ファイバーレーザーのＣＥＰ制御 
 2003 受動共振器による線形加算増幅 
    2005  光格子時計（東大提案） 

2000 モード同期レーザーのＣＥＰ制御、 
   周波数コム技術 （２００５ノーベル物理学賞） 
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電力→光出力変換効率の劇的向上 
 

 Arイオンレーザー (2000年頃まで） 
 18 W出力に30 kWの電力が必要 (0.05％)  
 
 光通信に牽引された半導体レーザー(LD)技術の革新 
  ex. 面発光レーザー[古河電工、2008年] (62%) 
 
現在、LD励起新型高出力レーザーの開発ラッシュ 
  ファイバーレーザー、セラミックレーザー等 
 

ハイパワー応用におけるフォトンコストの劇的な低下  

800 W の電力で 
160 W 出力 

なぜ、今、フォトンサイエンスか 

Ａｒイオンレーザー 

ファイバー 
レーザー 
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平成16年5月 「光・光量子科学技術の推進方策に関する検討会」 
          第３期科学技術基本計画の策定に向けた検討 
 
平成17年8月 第19期学術会議 声明 
         「新分野の創成に資する光科学研究の強化とその方策について」 
平成18年３月 第３期科学技術基本計画 
         「科学技術の発展と絶えざるイノベーションの創出」         

広範な光科学技術を支える基盤強化が必要 
 
平成19年7月 光科学技術の推進に関する懇談会 中間報告書 
       －今後の光科学技術施策の進め方－  
 
人材育成 既存のディシプリンにとらわれない領域横断的な仕組み 
      により高度な光人材の育成 

光・光量子科学の推進にむけた検討 

光科学研究の最前線２ 
2009年12月発行230名以上の執筆者 

文部科学省『最先端の光の創成を目指したネットワーク研究拠点プログラム』  

平成20年8月より10年間 公募により2拠点が採択された 

先端光量子科学アライアンス 融合光新創生ネットワーク 

光科学研究の最前線１ 
2005年8月発行230名執筆者 
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ネットワーク型拠点形成 

縦糸（機関）と横糸（学術分野）を伸ばす仕組み 

光量子科学研究拠点の形成に向けた 
基盤技術開発事業（H20-29） 文科省 

先端光量子科学アライアンス       
 
 
東京大学（五神真） 
理化学研究所（緑川克美） 
電気通信大学（植田憲一、米田仁紀） 
慶応大学（神成文彦） 
東京工業大学（宗片比呂夫） 

オールジャパンの連携体制 H20～ 

融合光新創生ネットワーク 
大阪大学（兒玉了祐） 
京都大学（野田進） 
日本原子力研究開発機構（杉山僚） 
分子科学研究所（大森賢治）  
 
 
 

ＰＤ： 加藤 義章 （光産業創成大） 
PO ：  藪崎努（京都大学） 
    佐野 雄二（東芝） 
    八木 重典（三菱電機） 
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東京大学における光科学による研究教育の取り組み 

極限コヒーレント光科学研究センター 

最先端の光の創成を目指した
ネットワーク研究拠点プログラム 

先端光量子科学
アライアンス 

フォトンサイエン
ス・リーディング
大学院 

理工連携人材育成 

フォトンサイエンス研究機構 
超高速強光子場科学研究センター 
スペクトル化学研究センター  

光量子科学研究センター 

 

Laser 

Amplifier

Soft X Ray

High Power

Terahertz

EM-Wave

Wavelength

Conversion

VUV

Ultra-stable 

Clock

Coherent 

Photon Ring

コヒーレント光科学研究基盤の整備 

光科学は領域横断的 
• 最先端光科学研究の戦略的推進 
• 現代的な光科学の学理の体系整理 
• 分野融合連携による博士人材・若手研究者の育成 

• 先端光源開発（光格子時計、高次高調波） 
• 光と物質の学理の探究と応用（レーザー光電子分光、ナノ構造利用） 
• 産学協働によるオープンイノベーションの推進 

先端レーザー
科学教育研究
コンソーシアム 
光関連21社 
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・博士ＴＡプログラム（2009-) 
 カリキュラム＆テキスト執筆 
 修士学生の指導補助 
 実験課題・教材の開発  

先端光科学技術を持つ企業２３社の 

研究者・技術者が指導 

Consortium on Education and Research on Advanced Laser Science 

山内 薫 （東京大学大学院理学系研究科 教授） 
五神 真 （東京大学大学院理学系研究科 教授） 

・先端光産業技術者による修士課程向け 
 出張実習および講義（2007-） 
 （大学に装置を持ち込んで実習） 

  先端産業技術に触れる 
  産業界でのキャリアモデル紹介 
  先端産業技術と現代学理の融合 

三菱化学 

三菱化学化学技術研究センター 

アイシン精機 オリンパス 

先端レーザー科学教育研究コンソーシアム 

富士フイルム 
・電気通信大学、慶應義塾大学との単位互換（2008-） 
 大学を超えた人的ネットワークの形成 

受講学生 2009年夏・冬学期 118名  
東大 理学系 物理（11名）, 化学（24名） 
    工学系 物工（24名）, 精密機械（16名）,  
                            航宇工（6名）, 電気（3名）,  
          他 7専攻 （14名） 
慶應大     理工学（6名） 
電気通信大  電気通信学（14名） 

植田教授：重力波天文学が生み
出した新しいレーザー技術 

米田教授： 
非線形光学実験 

電気通信大学 

大橋先生：表面プラズモ
ン増強のエレクトロニク

スへの応用 

日本電気株式会社 
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